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歳
入
は
、
小
中
学
校
の
校
舎
・
体
育
館
新
築
工
事
が

終
了
し
た
こ
と
で
、
国
庫
支
出
金
や
町
債
が
減
額
と

な
っ
た
た
め
、
前
年
度
に
比
べ
22
億
538
万
円
の
減
額
と

な
り
ま
し
た
。
自
主
財
源
で
あ
る
町
税
は
、
前
年
度
に

比
べ
５
５
１
２
万
円
の
増
収
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
要

因
は
、
前
年
度
に
実
施
し
た
個
人
住
民
税
の
定
額
減
税

の
影
響
に
よ
る
も
の
で
す
。
歳
出
は
、
前
年
度
に
比
べ

21
億
９
４
９
０
万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
減
額
の

主
な
要
因
は
、
令
和
６
年
度
に
実
施
し
た
小
中
学
校
の

校
舎
・
体
育
館
新
築
工
事
や
真
木
団
地
町
有
地
な
ど
の

災
害
復
旧
工
事
な
ど
が
完
了
し
た
こ
と
に
よ
り
ま
す
。

　

財
政
の
弾
力
性
を
判
断
す
る
経
常
収
支
比
率
は
、

94.5
％
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
0.4
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
て

い
ま
す
。
こ
の
増
加
要
因
は
、
歳
入
で
は
町
税
や
普
通

交
付
税
な
ど
が
増
加
し
ま
し
た
が
、
歳
出
で
は
、
小
中

学
校
建
設
と
し
て
借
入
れ
た
過
疎
対
策
事
業
債
の
償
還

金
や
、
小
学
校
の
統
合
に
よ
る
ス
ク
ー
ル
バ
ス
運
行
経

費
な
ど
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
歳
出
の
経
常
的
一

般
財
源
の
伸
び
が
歳
入
を
上
回
っ
た
た
め
で
す
。

　

今
後
も
納
税
義
務
者
の
減
少
な
ど
に
よ
る
町
民
税
の

減
収
や
、
人
口
減
少
な
ど
に
よ
る
普
通
交
付
税
の
減
額

な
ど
歳
入
減
少
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
ま
た
歳
出
で
は
、

廃
校
と
な
っ
た
小
学
校
な
ど
町
有
施
設
の
維
持
管
理
経

費
や
中
学
校
の
グ
ラ
ウ
ン
ド
整
備
事
業
な
ど
の
大
型
事

業
に
伴
う
公
債
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
そ

の
た
め
、
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
持
続
可
能
な
財
政
運

営
を
維
持
す
る
た
め
に
、
町
税
や
住
宅
使
用
料
な
ど
の

徴
収
業
務
を
強
化
し
自
主
財
源
の
確
保
に
努
め
、
併
せ

て
事
務
事
業
の
見
直
し
や
経
常
経
費
の
削
減
に
積
極
的

に
取
り
組
み
、
重
点
施
策
や
投
資
的
事
業
の
推
進
を

図
っ
て
い
き
ま
す
。

区　　分 歳　入 歳　出 差引額

国民健康保険事業 11億7,398万円 11億579万円 6,819万円

後期高齢者医療 ２億1,071万円 ２億963万円 108万円

住宅新築資金等貸付事業 1,640万円 1,627万円 13万円

バス事業 2,607万円 2,566万円 41万円

水道事業 ２億3,897万円 ２億3,316万円 581万円

合　　計 16億6,613万円 15億9,051万円 7,562万円

問 役場財政課予算係（☎82-0350）
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住宅

　特定の事業を行うために一般会計と
は別に設置される特別会計と水道事業
に設置されている企業会計は、皆さん
が支払う保険税や使用料で運営されて
います。本町の各特別会計、企業会計
の決算は右のとおりです。

一般会計歳入

一般会計歳出

特別会計・企業会計

健全化判断比率 添 田 町 早期健全化基準

実質赤字比率
一般会計などの赤字から財
政運営の深刻度をみる比率

－
（△7.42％） 15.00％

連結実質赤字比率
すべての会計の赤字から財
政運営の深刻度をみる比率

－
（△12.76％） 20.00％

実質公債費比率
借金の返済額等の大きさから
資金繰りの危険度をみる比率

6.1％ 25.0％

将来負担比率
町が抱える負債の残高から将
来財政への圧迫度をみる比率

－
（△63.6％） 350.0％

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は赤字額がなく、将来負担比率
は実質的な負債がないため「－」と記載しています。（　）内は参考
に黒字の比率を△（マイナス）で示しています。

資金不足比率 添田町水道事業 経営健全化基準

公営企業会計の資金不足割合か
ら経営状況の深刻度をみる比率

－
（△67.0％） 20.00％

※資金不足が生じていないため「－」と記載しています。（　）内は
参考に剰余金の比率を△（マイナス）で示しています。

経常収支比率 令和７年度 令和６年度

財政の弾力性を判断する指標で
数値が小さいほど弾力性がある 94.5％ 94.1％

　令和７年度決算に基づく財政の健全化や再生の必要
性を判断する健全化判断比率と水道事業会計の経営の
健全化を判断する資金不足比率は、いずれも早期健全
化および経営健全化基準の範囲内を保っています。

町の財政状況の公表

令
和
７
年
度　

主
な
事
業

◉
道
の
駅
歓
遊
舎
ひ
こ
さ
ん
周
辺
整
備
事
業

▼
ビ
ジ
タ
ー
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業　

２
１
８
９
万
円

　

町
の
に
ぎ
わ
い
拠
点
に
位
置
づ
け
ら
れ

て
い
る
、
英
彦
山
観
光
の
玄
関
口
、
道
の

駅
歓
遊
舎
ひ
こ
さ
ん
。
ロ
ビ
ー
に
観
光
案

内
所
の
機
能
に
加
え
、町
の
魅
力
を
発
信
・

提
供
す
る
テ
イ
ク
ア
ウ
ト
専
門
カ
フ
ェ
や

花
売
り
場
の
整
備
を

行
い
ま
し
た
。

◉
朝
日
ヶ
丘
団
地
建
替
事
業

▼
朝
日
ヶ
丘
団
地
建
替
事
業
（
第
４
期
）　

８
億
４
３
３
４
万
円

　

平
成
29
年
度
か
ら
始
ま
っ
た
朝
日
ヶ

丘
団
地
建
替
事
業
。
令
和
７
年
度
は
木

造
住
宅
13
棟
26
戸
や
団
地
内
公
園
を
整

備
。
令
和
８
年
度
に
実
施
の
既
存
町
営

住
宅
解
体
工
事
を
も
っ
て
10
年
に
も
お

よ
ぶ
事
業
が
終
了
と
な
り
、
Ｒ
Ｃ
造
３

棟
56
戸
、
木
造
22
棟
44
戸
、
計
100
戸
の

町
営
団
地
が
完
成
し
ま
す
。

◉
水
道
ビ
ジ
ョ
ン
改
定
業
務
事
業

▼
水
道
ビ
ジ
ョ
ン
改
定
業
務
委
託　

２
５
１
９
万
円

　

近
年
の
物
価
高
騰
に
加
え
、
水
道
料
金
改
定

な
ど
水
道
事
業
を
取
り
巻
く
状
況
が
大
き
く
変

化
し
た
こ
と
に
よ
り
、
令
和
３
年
12
月
に
策
定

し
た
『
水
道
ビ
ジ
ョ
ン
』
を
改
定
し
ま
し
た
。

新
た
な
ビ
ジ
ョ
ン
で
は
、
綿
密
な
実
績
精
査
と

社
会
情
勢
を
踏
ま
え
、
管
路
の
強
靭
（
耐
震
）

化
を
盛
り
込
む
と
と
も
に
、
今
後
必
要
な
施
設

更
新
な
ど
の
見
通
し
を
示
し
ま
し
た
。

歳出

ひ
こ
さ
ん
。
ロ
ビ
ー
に
観
光
案

能
に
加
え
、町
の
魅
力
を
発
信
・

テ
イ
ク
ア
ウ
ト
専
門
カ
フ
ェ
や

の
整
備
を

た
。

ヶ
丘
団
地
建
替
事
業

丘
団
地
建
替
事
業
（
第
４
期
）
８

平
成
9
年
度

↑ロビーにあるビジターセンターは、
　土・日・月曜日に営業しています

↓昨年完成した木造の町営住宅

↑設置から60年以上経過し、老朽化
　が進む添田浄水場

令
和
７
年
度
決
算
の
概
要

限
ら
れ
た
財
源
で

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
を

自主財源（19.5％）

町税
６億

9,399万円
（7.7％）

地方交付税
35億1,811万円
（39.0％）

国庫支出金
13億5,756万円
（15.1％）

県支出金
７億2,218万円
（8.0％）

町債
12億7,490万円
（14.2％）

法人事業税交付金、
地方特例交付金 など
4,343万円（0.5％）

財産収入 など
2,469万円
（0.3％）

諸収入
２億3,999万円
（2.7％）

使用料・手数料
１億6,092万円
（1.8％）

地方消費税交付金
２億2,195万円（2.5％）

地方譲与税
１億1,085万円（1.2％）

繰越金
１億2,510万円
（1.3％）

依存財源（80.5％）

繰入金、寄附金
５億1,567万円
（5.7％）

議会費
7,460万円（0.8％）

総務費
13億6,289万円
（15.7％）

民生費
23億8,023万円
（27.4％）

農林業費
５億1,238万円
（5.9％）

土木費
14億7,047万円
（16.9％）

公債費
８億4,859万円
（9.8％）

教育費
10億7,704万円
（12.4％）

商工費
１億8,526万円（2.1％）

災害復旧費ほか
１億2,104万円（1.4％）

衛生費
４億2,715万円
（4.9％）

消防費
2億3,507万円
（2.7％）

令和７年度一般会計の決算額は、歳入90億934万円に対
し、歳出は86億9,472万円で、歳入歳出差引額は3億1,462
万円となりました。令和７年度から８年度に繰り越した事
業の財源である2,162万円を差し引くと、２億9,300万円の
黒字決算となりました。


